
介護予防・居宅介護支援重要事項説明書 

 居宅介護支援事業所 PRODUCE          

〔 2025 年 3 月 1 日 現在〕 

１. 担当の介護支援専門員 

あなたを担当する介護支援専門員は、次のとおりです。ご不明な点やご要望などがありましたら、

何でもお申し出ください。 

担当職員の氏名 堤 あゆみ 

連絡先（電話番号） ０９６－２２７－３２００ 

 

2.指定居宅介護支援を提供する事業者について 

（1） 事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 株式会社 しんか 

主たる事務所の所在地 熊本市南区八分字町 2482 

代表者（職名・氏名） 代表取締役   野俣 勇成 

設立年月日 平成 20 年 7 月 

電話番号 096-227-6333 

事業内容  介護予防・居宅介護支援事業、訪問介護事業、通所介護事業、

有料老人ホーム 

（2） 居宅介護支援事業所の指定番号およびサービス提供地域 

事業所名 居宅介護支援事業所 PRODUCE 

所在地 熊本市南区八分字 2581-1 

管理者 堤 あゆみ 

事業所の指定番号 介護予防・居宅介護支援事業  （熊本市指令（介保） 第 120 号） 

４３７０１１５４４８ 

事業の実施地域※ 熊本市、宇土市、宇城市 

※上記地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。 

（3）事業計画及び財務内容について 

事業計画及び財務内容については、利用者及びその家族にとどまらず全ての方に対し、求

めがあれば閲覧することができます。 

 

3．事業の目的及び運営の方針 

事業の目的 要介護状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居宅

において自立した日常生活を営むことができるよう、適正な指定居宅

介護支援を提供することを目的とします。 

運営の方針 ・ご利用者一人ひとりの意見を集約・共有するとともに、質の高い対

応ができるようにします。 

・他事業所、地域との協力・連携を図り地域で支える視点でケアプラ

ンの質を高めます。 

 



4．居宅介護支援申込みからサービス提供までの流れ 

付属別紙 1「サービス提供の標準的な流れ」参照 

 

5．営業日時 

営業日 月曜日から金曜日まで 

ただし、国民の祝日（振り替え休日を含む）及び年末年始（12 月 31 日か

ら 1 月 3 日）を除きます。 

営業時間 午前 9 時 00 分から午後 5 時 00 分まで 

 

6．事業所の職員体制 

従業者の職種 勤務の形態・人数 

管理者兼介護支援専門員 常勤 1 名 

介護支援専門員 常勤 4 名 

 

7．利用料金 

指定居宅介護支援を提供した際の利用料金の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当

該指定居宅介護支援が法定代理受領サービスである時は、自己負担はありません。 

ただし、保険料の滞納等により法定代理受領できない場合は、一旦、１か月当たりの料金をお支

払いいただきます。 

その場合、事業者は指定居宅介護支援提供証明書を発行いたしますので、後日、所在市町村窓口

に指定居宅介護支援提供証明書を提出しますと払い戻しを受けることができます。 

 

（１） 介護予防支援・居宅介護支援の利用料 

【基本利用料】 

（注１）  上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、これら基本利用

料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用料を書面でお知らせします。 

 

【加算】以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の要件 加算額 

【要支援 1.2、要介護 1～5】 

初回加算 新規あるいは要介護状態区分が 2 区分以上変更された利用者に対し指

定居宅支援を提供した場合（1 月につき） 

３，０００円 

取扱い要件 利用料 利用者負担金 

介護予防支援 

居宅介護支援費（ⅰ） 

（取扱件数が 45 件未満） 

要支援 1・2 ４，７２０円 

無料 

要介護 1・2 １０，８６０円 

要介護 3・4・5 １４，１１０円 

居宅介護支援費（ⅱ） 

（取扱件数が 45 件以上 60 件未満） 

要介護 1・2 ５，４４０円 

要介護 3・4・5 ７，０４０円 

居宅介護支援費（ⅲ） 

（取扱件数が 60 件以上） 

要介護 1・2 ３，２６０円 

要介護 3・4・5 ４，２２０円 



【要介護 1～5】 

入院時情報連携加算(Ⅰ) 利用者が入院してから 3 日以内に、病院等の職員に対して必要な情報

を提供した場合（1 月につき 1 回を限度） 

２，０００円 

入院時情報連携加算(Ⅱ) 利用者が入院してから 4 日以上 7 日以内に、病院等の職員に対して必

要な情報を提供した場合（1 月につき 1 回を限度） 

１，０００円 

通院時情報連携加算 利用者が病院又は診療所において医師の診察を受けるときに、医師等

に対して必要な情報を提供するとともに、医師等から必要な情報を受

けて記録した場合（1 月につき 1 回を限度） 

５００円 

退院・退所加算(Ⅰ)イ 

 

※1 病院や介護保険施設等からの退院・退所に当たって病院等の職員か

ら必要な情報の提供を受けた上で居宅サービス計画を作成し、居宅サ

ービス等の利用調整を行った場合（入院又は入所期間中につき 1 回を

限度） 

病院等の職員からの情報収集を１回行っている場合 

４，５００円 

退院・退所加算(Ⅰ)ロ 

 

※1 に加え 

病院等の職員からの情報収集をカンファレンスにより１回行っている

場合 

６，０００円 

退院・退所加算(Ⅱ)イ ※1 に加え 

病院等の職員からの情報収集を２回以上行っている場合 

６，０００円 

退院・退所加算(Ⅱ)ロ ※1 に加え 

病院等の職員からの情報収集を２回行っている場合であって、うち１

回以上がカンファレンスによる場合 

７，５００円 

特定事業所加算(Ⅱ) 主任介護支援専門員を１名以上配置し、質の高いケアマネジメントを

実施できる体制を整える等、一定の要件の一部を満たした場合 

４，２１０円 

特定事業所加算(Ⅲ) 主任介護支援専門員を配置し、質の高いケアマネジメントを実施でき

る体制を整える等、一定の要件の一部を満たした場合 

３，２３０円 

特定事業所医療介護連携

加算 

特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)のいずれかを算定し、かつ、医療機関等との

連携に関する取組を積極的に行っている場合 

１，２５０円 

  

（2）交通費 

前記 2 の（2）のサービス提供地域にお住まいの方は無料、通常の実施地域を超えて行う指定居宅

介護支援に要した交通費は、1 キロあたり 50 円徴収いたします。 

（3）解約料 

お客様はいつでも契約を解約することができ、一切料金はかかりません。 

 

8．事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族に連

絡を行うとともに、必要な措置を講じます 

 

9．苦情相談窓口 

（１） 当事業所が設置する苦情相談窓口は、次のとおりです。当事業所が提供した指定居宅介護

支援に関する苦情だけでなく、当事業所が作成した居宅サービス計画に位置付けたサービス



に関する苦情も、遠慮なくお申し出ください。 

事業所相談窓口 電話番号 ０９６－２２７－３２００ 

面接場所 当事業所の相談室 

 

（２） サービス提供に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

苦情受付機関 熊本市役所高齢介護福祉課  

 

電話番号  

０９６－３２８－２１１１ 

熊本県国民健康保険団体連合会 電話番号  

０９６－２１４－１１０１ 

 

10．虐待防止（虐待の発生又はその再発を防止するため講ずべき措置としての内容）  

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置

を講じます。 

①  利用者の人権擁護、虐待防止等の観点から、虐待の発生またはその再発を防止するための

指針を整備します。  

②   従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 

③   虐待防止に関する責任者を選定しています。 

④   成年後見制度の利用を支援します。 

⑤  サービス提供中に、当該事業所授業者または養護者（現に養護している家族・親族・同居人

等）による虐待を受けたと思われる利 用者を発見した場合、速やかにこれを市町村に通知

します。       虐待防止に関する責任者 管理者 堤あゆみ  

 

11．感染対策 

① 感染対策委員会を定期的に開催すると共に感染症が流行する時期を勘案して必要に  

応じ随時開催します。感染対策委員会はテレビ電話等を活用して行う事が可能となります。 

②感染症の予防及び、まん延防止のための指針→平常時の対策及び発生時の対応を規定します。 

【環境の整備・手洗い・標準的な予防策】 

① 感染症の予防、まん延防止のための研修、訓練→発生時の対応について迅速に行動ができ

るように事業所内での役割分担の確認、感染対策をした上での演習などを実施します。 

 

12．業務継続 

事業者は、当事業所の所在する地域の環境及び利用者の特性に応じて、事象別の非常災害に関する

具体的計画として災害時対応マニュアルを策定しております。 

※業務（サービス支援）が中断しない、中断した場合においても優先業務が実施できるようにＢＣ

Ｐ（業務継続計画）の取り組みを行います。 

 

13.ハラスメント 

事業者は、職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを目指します。 

ご利用者が事業者の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行為、セクシャ

ルハラスメントなどの行為を禁止します。 

③職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。また、定期



的に話し合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の把握に努めます。 

④ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環境改善に対する

必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 

 

14．第三者評価の実施状況 

第三者による評価の実

施状況 

１ あり 実施日  

評価機関名称  

結果の開示 １ あり    ２ なし 

２ なし 

 

15．当事業所の訪問介護等の利用状況 

当事業所が作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸

与の利用状況につきましては求めがあれば閲覧することができます。 

 

16．サービスの利用にあたっての留意事項 

 サービスのご利用にあたってご留意いただきたいことは、以下のとおりです。 

（1）介護支援専門員に贈り物や飲食物の提供などはお断りいたします。 

（2）体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに担当の

介護支援専門員又はサービス事業所の担当者へご連絡ください。 

（3）病院や診療所に入院する必要が生じた場合には、「1．担当の介護支援専門員」に記載の介護

支援専門員の氏名及び連絡先を入院先の病院等にお伝えください。 

（4）居宅介護支援提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護

認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更が

あった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

 

17．秘密保持 

事業者、介護支援専門員および事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者お

よびその家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も

同様です。  



 

（付属別紙 1） 

サービス提供の標準的な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅サービス計画作成等サービス利用申込み 

当社に関すること居宅サービス計画作成の手順、 サービスの内容に関して大切な説

明を行います 

居宅サービス計画等に関する契約締結 

※利用者は区役所へ【居宅サービス計画作成依頼届出書】の提出を行っ

ていただきます。（提出代行可能） 

事 業 者 の 選 定       

当社と契約をする

かどうかをお決め

いただきます 
ケアマネジャーがお宅を訪問し、利用者の解決すべき課題を把握し

 

地域のサービス提供事業者の内容や、料金等をお伝えし、利用するサービスを選んで

いただきます 
利用者による サ

ービスの選択 
提供する居宅サービスに関して、居宅サービス計画の原案を作成します 

計画に沿ってサービスが提供されるようサービス提供事業者等とサービス利用の調

整を行います 

サービス利用に関し

て説明を行い、利用

者やご家族の意見を

伺い、同意をいただ

きます 

居宅サービス計画に沿って、サービス利用票、サービス提供票の作成を行います 

◆ サ ー ビ ス 利 用 ◆ 

利用者やご家族と毎月連絡をとり、サービスの実施状況の把握を行い、サービス提供

事業者と連絡調整を行います 

毎月の給付管理票の作成を行い、国保連合会に提出します 

利用者の状態について、定期的な再評価を行います。また、提供されるサ

ービスの実施状況の把握を行います。 

居宅サービス計画の変更を希望される場合、必要に応じて居宅サービス計画の変更を行います 


